
生活保護法と国民の生活
家計と貧困線と生活保護



私達の生活・お金の出入り

われわれの世代は、収入を
得て、それで日々の暮らし
に必要な物品を購入し、食
事をして、近所づきあい、
親戚づきあいをして、暮ら
してきました。

節約して預金を増やし、子
供達を教育して、自分の家
を購入して、老後に備えよ
うとか、介護費用を蓄えよ
うとか、それがこれまでの
日本人の生活かもしれませ
ん。今の若い世代、不安定
雇用の社会に変わって、見
通しは、どうでしょうか？



生活保護の扶助（8扶助）

• 生活扶助（飲食物や被服費、光熱費、家具食器類・加算は妊産婦、母子、障害者加算等）

一類は食費や衣類など家族一人ひとりの費用、

二類は光熱費や家具什器など家族全体で使う費用

•教育扶助（義務教育の期間に限って必要な教科書、学用品、通学用品のる費用、学校給食費等

•住宅扶助（基準額の範囲で家賃や地代、家賃などは地域差が著しく、地域別に基準額に従う）

•医療扶助（医療券を交付、指定医療機関で医療を受ける現物給付・国保と同等な医療）

•介護扶助（介護保険法による訪問介護等の居宅介護、施設介護を現物支給）

•出産扶助 （施設や居宅での分娩にかかる費用）産婦様態急変、双生児出産等の特別基準がある）

•生業扶助 （自立援助を目的として、事業の経営に必要な設備費、機械や器具の購入費、技能を

習得するための授業料や教材費、就職に備えての最低の洋服や身のまわりの品の購入費）

•⑧葬祭扶助 （死亡した場合や困窮により葬祭が出来ない場合などに、必要な経費）



https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/publication/booklet/data/seikatsuhogo_qa_140428.pdf
日弁連のページから

https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/publication/booklet/data/seikatsuhogo_qa_140428.pdf


問2 左図のように、
ニュージーランドが抜
群の高さですが、日本
はアメリカの62.5％、
OECDの14％の低さ
だった。

問８ 生活保護基準
以下の生活の人々の
うち、何％が受給し
ているか（捕捉率）
だが、日本は英国の
1/5 以下です。



保護申請 （国民の憲法上の権利）

• 居住地の福祉事務所に、書類を添えて申請する

（収入・資産に関する申告書・関係先紹介の同意書も）

面接相談員が受けて、地区担当員の家庭訪問・資産＆扶養義務者

の調査が入る。必要な場合は医師の診断等も

保護決定は申請日から、14日以内（30日以内）

民生委員は、福祉事務所の協力機関という位置づけ・

議員さんに同行してもらうと良いという噂もある？



届け出と返還金・徴収について

• 毎月の保護費は、世帯ごとに基準がきめられている

働いて収入が増えたり、入院したり、家族が減ったりすると

基準がかわる。

• 払い過ぎの分は、変換をする。差し迫った事情で資力があ

るにもかかわらず、保護を受けた場合も、後で変換をする。

届け出義務を怠ったり、偽りの申告は、法律により処罰がある



保護受給中に守らなければならない事

・保護を他人に譲り渡す事はできない。

・能力に応じて、働き、健康の保持・増進に努める

・地区担当員は、生活の維持向上、その他の目的達成のために

指示をすることがありますので、その時は従ってください。

・次のような場合は、必ず速やかに地区担当員に連絡して下さい

家族の増減・仕事を始め、止め、変わる・収入の変化-年金手
当・収入の増減・入退院・引越し・家賃や地代の変更・その他

これを守らないと、保護の停・廃止がある



生活保護法の考え方

• 法律なので、まず国サイドの考え方の基本線が

法律の中に条文化されている。大元は憲法

• 憲法と生活保護法の関係・日本国憲法第25条により生活保護法が制定

憲法25条 (1)項｢すべて国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を

有する。」★この中身について、いろいろ見解がある

保護基準と日本の貧困線の関係は？

25条 (2)項｢国は、すべて の生活部面について社会福祉、社会保障

及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」

これは国民には生存権があり、

国家には生活保障の義務がある という意である。



貧困線とは？

• どの低所得からが貧乏？それが貧困線・考え方が時代と共に変わっている。

最初――19Cの英国、有名な貧困調査の中から生まれた

ブースのロンドン調査とラウントリーのヨーク調査

ラウントリーは階層を想定、一定の所得以下を貧困とする考え方を示す

当時は絶対的貧困線：生物学的生存が不可能な水準（餓死・凍死）

・戦後の豊かな西欧福祉国家の時代に相対的貧困へ（生物学的には生存

できても、社会的生存ができない。その社会の平均的なライフスタイル

を営む事ができない低所得） 剥奪という心理社会的な面に現れる貧困

1984年：日本の保護基準も、
マーケットマスケット方式から、（水準均衡方式）へ変わる



日本の貧困線が生活保護基準？

国は最低生活費（保護基準）を5年毎計算。国民の収入が貧困線
を下回った場合に、その不足分を保護費として支給する。

その貧困線の計算方式は（水準均衡方式）1984年に方式を変更

保護世帯の生活扶助額が、保護を受けていない低所得世帯の消費
支出額と釣り合っているかどうか、比べて保護基準を決定する。

低所得世帯というのは、全世帯のうち、年収が下から１０％以内
の世帯です。まず、モデルとされる夫婦と子供１人世帯の平均の
生活扶助基準額はおよそ１３万６０００円。



憲法第25条を引用し、載せている

• ①生活保護法（昭和25年法律第144号）（この法律の目的）

第一条 この法律は、日本国憲法第25条に規定する理念に基き、
国が生活に困窮するすべての国民に対し、そ の困窮の程度に応
じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、
その自立を助長するこ とを目的とする。

• ②国民年金法（昭和34年法律第141号)(国民年金制度の目的）
第一条 国民年金制度は、日本国憲法第25条第2項に規定する理
念に基き、老齢、障害又は死亡によつて国 民生活の安定がそこ
なわれることを国民の共同連帯によつて防止し、もつて健全な
国民生活の維持及び向 上に寄与することを目的とする。



生活保護法の利用をためらわせるもの？
自立助長：困窮している状態への支援だけでなく、保護がなくても生活

できるよう援助していく。主旨はそうだが実際の運用は？

（欧州は絶対的扶養義務―未成年の子と親＆夫婦間のみ・しかし日本は

成人でも兄弟・親子を問い合わせ、また雇用情勢や雇用形態など社会

の変化動きに配慮せず自立助長を追いかける→保護の敷居は高くなる？

（保護の申請や受給をする者の権利：不服の申し立てが生活保護法で認

められ、都道府県知事に対する審査請求、その結果に不服な場合の

厚生労働大臣への再審査請求や行政訴訟もあるのだが？）



入りにくく、出にくい生活保護

1．扶養義務者の連絡・田舎の兄弟・老親まで

（第4条）扶養義務者とは扶養の義務を負う範囲のことで、民法

第752条第877条により、夫婦ならびに直系の血族および兄弟

姉妹で社会通念上扶養の義務を負う者を絶対的扶養義務者、

三親等内の親族を相対的扶養義務者とする。

2．保護受給は怠け者、自助努力の足りない人という社会的な目、

3．働いても、没収されるので、保護基準を上回る収入が確実に

ならない場合、働く事より保護継続を選び、保護から出難い。



生活保護法の基礎知識



生活保護の4原理

①国家責任の原理（第1条）、

国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度
により、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障す
るとともに、その自立を助長します。

※この自立助長を何処まで求めるのか？議論がある

②無差別平等の原理（第1条）すべて国民は生活保護法に
定める要件を満たす限り、この法律の保護を、無差別平等
に受けることができます。



生活保護の４原則

③必要即応の原則（第９条）

保護は、要保護者の年齢別、性別、健康状態等その個

人または世帯の事情を考えて、有効かつ適切に行います。

④世帯単位の原則（第１０条）

保護は、世帯を単位にその要否および程度を定めます。
ただし、これが適さないときは、個人を単位として定め
ることができます。



生活保護の4原理

①申請保護の原則（第７条）

保護は、要保護者、その扶養義務者またはその他の同居の親族の申請に

より開始します。ただし、要保護者が急迫した状況の場合は、保護の申請

がなくても、必要な保護を行います。

②基準および程度の原則（第８条）

保護は、厚生労働大臣が定める基準で測定した要保護者の需要を基とし、

そのうち、その者の金銭または物品で満たすことのできない不足分を補う

程度で行います。保護の基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別

、所在地域別その他保護の種類により必要な事情を考えた最低限度の生

活の需要を満たすに十分で、かつ、これを超えてはいけません。



生活保護の4原理
③ 最低生活保障の原理 →→ 日本の貧困線とは生活保護基準

（第2条）生活保護法は、健康で文化的な生活水準を維持できる
最低限度の生活を保障します。

④ 補足性の原理（第3条）保護は、生活に困窮する者が、その
利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限
度の生活の維持のために活用することを要件とします。

※ 他法優先：民法に定める扶養義務者の扶養および他の法律に定める

扶助は、すべて生活保護法の保護に優先。

（第4条）扶養義務者とは扶養の義務を負う範囲のことで、民法第752
条第877条により、夫婦ならびに直系の血族および兄弟姉妹で社会通念
上扶養の義務を負う者を絶対的扶養義務者、三親等内の親族を相対的扶
養義務者とする。



生活保護を受けるには
支援にあたっては、その利用しうる資産（動産・不動産）・稼働能力・健康保険

年金などあらゆるものを活用し、扶養義務者による扶養や、他の制度による給付

などは、生活保護法による保護に優先します。

1 能力の活用

働ける人は能力に応じて働いてください。また、仕事に就いていない人は、求職活動を

してください｡

2 資産の活用 不動産や預貯金、生命保険などは、生活のために活用してください。

3 扶養義務者からの援助 親子兄弟などからの援助を受けるように努めてください。

4 他の法律による給付の優先 年金や手当（雇用保険・児童扶養手当等）など、他の法

律等により給付を受けられるものがあれば、まずその給付を受けてください。

5 その他あらゆるものの活用

そのほか生活に役立つものがあれば、その全てを活用してください。

→最後の手段としてダメ押ししている？


